
1 

 

○工事請負契約書・河内長野市工事請負契約約款 新旧対照表 

改正前 改正後 適用期日 

工事請負契約書 工事請負契約書 令和6年12月1日 

 上記の工事について、発注者と受注者は、各々対等な立場における合意に

基づいて、河内長野市工事請負契約約款（平成９年３月２４日制定河内長野

市公告第８号）によって公正な請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれ

を履行するものとする。 

 この契約の締結を証するため本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ

各々１通を保有する。 

 

 

 また、受注者が共同企業体を結成している場合には、受注者は、別紙の共

同企業体協定書により、契約書記載の工事を共同連帯して請け負うものとす

る。 

 

 上記の工事について、発注者と受注者は、各々対等な立場における合意に

基づいて、河内長野市工事請負契約約款（平成９年３月２４日制定河内長野

市公告第８号）によって公正な請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれ

を履行するものとする。 

 この契約の締結を証するため本書を電磁的に作成し、署名捺印又は記名押

印に代わる電磁的処理を施し、各自が保管する。ただし、電磁的処理が困難

な場合は、この契約書を２通作成し、記名及び押印のうえ各自１通ずつ保管

することができるものとする。 

 また、受注者が共同企業体を結成している場合には、受注者は、別紙の共

同企業体協定書により、契約書記載の工事を共同連帯して請け負うものとす

る。 

 

 

令和     年    月    日 

発注者   住 所 大阪府河内長野市原町一丁目１番１号  

河内長野市 

   代表者 河内長野市長           印 

受注者   住 所 

 

   氏 名                  印 

 

令和     年    月    日 

発注者   住 所 大阪府河内長野市原町一丁目１番１号  

河内長野市 

   代表者 河内長野市長            

受注者   住 所 

 

   氏 名                   

 

 

河内長野市工事請負契約約款 

  

制定 平成 ９年 ３月２４日 公告第  ８号 

河内長野市工事請負契約約款 

  

制定 平成 ９年 ３月２４日 公告第  ８号 

令和6年12月1日 
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改正 平成１１年 ４月 １日 公告第 １２号 

平成１４年 ４月 １日 公告第 ３０号 

平成２４年 ３月２６日 公告第 ２３号 

平成２６年 ９月３０日 公告第１３２号 

平成２７年 ４月 ７日 公告第 ５１号 

令和 ２年 ５月２２日 公告第 ４３号 

改正 平成１１年 ４月 １日 公告第 １２号 

平成１４年 ４月 １日 公告第 ３０号 

平成２４年 ３月２６日 公告第 ２３号 

平成２６年 ９月３０日 公告第１３２号 

平成２７年 ４月 ７日 公告第 ５１号 

令和 ２年 ５月２２日 公告第 ４３号 

令和 ６年１１月  日 公告第   号 

 

（契約の保証） 

第４条（Ａ） 受注者は、この契約の締結と同時に、次の各号のいずれかに

掲げる保証を付さなければならない。ただし、第５号の場合においては、

履行保証保険契約の締結後、直ちにその保険証券を発注者に寄託しなけれ

ばならない。 

(1) 契約保証金の納付 

(2) 契約保証金に代わる担保となると発注者が認めた有価証券等の提供 

(3) この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払いを保証す

る銀行、発注者が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事

の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条

第４項に規定する保証事業会社をいう。以下同じ。）の保証 

(4) この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による

保証 

(5) この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保

証保険契約の締結 

（新設） 

 

 

 

 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額(第５項にお

（契約の保証） 

第４条（Ａ） 受注者は、この契約の締結と同時に、次の各号のいずれかに

掲げる保証を付さなければならない。ただし、第５号の場合においては、

履行保証保険契約の締結後、直ちにその保険証券を発注者に寄託しなけれ

ばならない。 

(1) 契約保証金の納付 

(2) 契約保証金に代わる担保となると発注者が認めた有価証券等の提供 

(3) この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払いを保証す

る銀行、発注者が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事

の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条

第４項に規定する保証事業会社をいう。以下同じ。）の保証 

(4) この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による

保証 

(5) この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保

証保険契約の締結 

２ 受注者は、前項第５号の規定による保険証券の寄託に代えて、電子情報

処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法（以下

「電磁的方法」という。）であって、当該履行保証保険契約の相手方が定

め、発注者が認めた措置を講ずることができる。この場合において、受注

者は、当該保険証券を寄託したものとみなす。 

３ 第１項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額(第６項に
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いて「保証の額」という。)は、請負代金額の１０分の１以上としなけれ

ばならない。 

３ 受注者が第１項第３号から第５号までのいずれかに掲げる保証を付す

場合は、当該保証は第５５条第３項各号に規定する者による契約の解除の

場合についても保証するものでなければならない。 

４ 第１項の規定により、受注者が同項第２号又は第３号に掲げる保証を付

したときは、当該保証は契約保証金に代わる担保の提供として行われたも

のとし、同項第４号又は第５号に掲げる保証を付したときは、契約保証金

の納付を免除する。 

５ 請負代金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の請負代金額の

１０分の１に達するまで、発注者は、保証の額の増額を請求することがで

き、受注者は、保証の額の減額を請求できる。 

  注 （Ａ）は、金銭的保証を必要とする場合に使用する。 

 

おいて「保証の額」という。)は、請負代金額の１０分の１以上としなけ

ればならない。 

４ 受注者が第１項第３号から第５号までのいずれかに掲げる保証を付す

場合は、当該保証は第５５条第３項各号に規定する者による契約の解除の

場合についても保証するものでなければならない。 

５ 第１項の規定により、受注者が同項第２号又は第３号に掲げる保証を付

したときは、当該保証は契約保証金に代わる担保の提供として行われたも

のとし、同項第４号又は第５号に掲げる保証を付したときは、契約保証金

の納付を免除する。 

６ 請負代金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の請負代金額の

１０分の１に達するまで、発注者は、保証の額の増額を請求することがで

き、受注者は、保証の額の減額を請求できる。 

  注 （Ａ）は、金銭的保証を必要とする場合に使用する。 

 

（前金払及び中間前金払） 

第３５条 受注者は、保証事業会社と、契約書記載の工事完成の時期を保証

期限とする公共工事の前払金保証事業に関する法律第２条第５項に規定

する保証契約（以下「保証契約」という。）を締結し、その保証証書を発

注者に寄託して、請負代金額の１０分の４以内の前払金の支払いを発注者

に請求することができる。 

（新設） 

 

 

 

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から

３０日以内に前払金を支払わなければならない。 

３ 受注者は、第１項の規定による前払金の支払いを受けた後、保証事業会

社と中間前払金に関する保証契約を締結し、その保証証書を発注者に寄託

して、請負代金額の１０分の２以内の中間前払金の支払いを発注者に請求

（前金払及び中間前金払） 

第３５条 受注者は、保証事業会社と、契約書記載の工事完成の時期を保証

期限とする公共工事の前払金保証事業に関する法律第２条第５項に規定

する保証契約（以下「保証契約」という。）を締結し、その保証証書を発

注者に寄託して、請負代金額の１０分の４以内の前払金の支払いを発注者

に請求することができる。 

２ 受注者は、前項の規定による保証証書の寄託に代えて、電磁的方法であ

って、当該保証契約の相手方たる保証事業会社が定め、発注者が認めた措

置を講ずることができる。この場合において、受注者は、当該保証証書を

寄託したものとみなす。 

３ 発注者は、第１項の規定による請求があったときは、請求を受けた日か

ら３０日以内に前払金を支払わなければならない。 

４ 受注者は、第１項の規定による前払金の支払いを受けた後、保証事業会

社と中間前払金に関する保証契約を締結し、その保証証書を発注者に寄託

して、請負代金額の１０分の２以内の中間前払金の支払いを発注者に請求
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することができる。 

４ 第２項の規定は、前項の場合について準用する。 

５ 受注者は、請負代金額が著しく増額された場合においては、その増額後

の請負代金額の１０分の４（第３項の規定により中間前払金の支払いを受

けているときは１０分の６）から受領済みの前払金額（中間前払金の支払

いを受けているときは、中間前払金額を含む。次項及び次条において同

じ。）を差し引いた額に相当する額の範囲内で前払金（中間前払金の支払

いを受けているときは、中間前払金を含む。以下この条から第３７条まで

において同じ。）の支払いを請求することができる。この場合においては、

第２項の規定を準用する。 

６ 受注者は、請負代金額が著しく減額された場合において、受領済みの前

払金額が減額後の請負代金額の１０分の５（第３項の規定により中間前払

金の支払いを受けているときは１０分の６）を超えるときは、受注者は、

請負代金額が減額された日から３０日以内に、その超過額を返還しなけれ

ばならない。 

７ 前項の超過額が相当の額に達し、返還することが前払金の使用状況から

みて著しく不適当であると認められるときは、発注者と受注者とが協議し

て返還すべき超過額を定める。ただし、請負代金額が減額された日から３

０日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

８ 発注者は、受注者が第６項の期間内に超過額を返還しなかったときは、

その未返還額につき、同項の期間を経過した日から返還する日までの期間

について、その日数に応じ、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭

和２４年法律第２５６号。以下「支払遅延防止法」という。）第８条の規

定により財務大臣が定める率で計算した額の遅延利息の支払いを請求す

ることができる。 

 

することができる。 

５ 第２項及び第３項の規定は、前項の場合について準用する。 

６ 受注者は、請負代金額が著しく増額された場合においては、その増額後

の請負代金額の１０分の４（第４項の規定により中間前払金の支払いを受

けているときは１０分の６）から受領済みの前払金額（中間前払金の支払

いを受けているときは、中間前払金額を含む。次項及び次条において同

じ。）を差し引いた額に相当する額の範囲内で前払金（中間前払金の支払

いを受けているときは、中間前払金を含む。以下この条から第３７条まで

において同じ。）の支払いを請求することができる。この場合においては、

第３項の規定を準用する。 

７ 受注者は、請負代金額が著しく減額された場合において、受領済みの前

払金額が減額後の請負代金額の１０分の５（第４項の規定により中間前払

金の支払いを受けているときは１０分の６）を超えるときは、受注者は、

請負代金額が減額された日から３０日以内に、その超過額を返還しなけれ

ばならない。 

８ 前項の超過額が相当の額に達し、返還することが前払金の使用状況から

みて著しく不適当であると認められるときは、発注者と受注者とが協議し

て返還すべき超過額を定める。ただし、請負代金額が減額された日から３

０日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

９ 発注者は、受注者が第７項の期間内に超過額を返還しなかったときは、

その未返還額につき、同項の期間を経過した日から返還する日までの期間

について、その日数に応じ、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭

和２４年法律第２５６号。以下「支払遅延防止法」という。）第８条の規

定により財務大臣が定める率で計算した額の遅延利息の支払いを請求す

ることができる。 

 

（保証契約の変更） 

第３６条 受注者は、前条第５項の規定により受領済みの前払金に追加して

さらに前払金の支払いを請求する場合には、あらかじめ、保証契約を変更

（保証契約の変更） 

第３６条 受注者は、前条第６項の規定により受領済みの前払金に追加して

さらに前払金の支払いを請求する場合には、あらかじめ、保証契約を変更
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し、変更後の保証証書を発注者に寄託しなければならない。 

２ 受注者は、前項に定める場合のほか、請負代金額が減額された場合にお

いて、保証契約を変更したときは、変更後の保証証書を直ちに発注者に寄

託しなければならない。 

（新設） 

 

 

 

３ 受注者は、前払金額の変更を伴わない工期の変更が行われた場合には、

発注者に代わりその旨を保証事業会社に直ちに通知するものとする。 

 

し、変更後の保証証書を発注者に寄託しなければならない。 

２ 受注者は、前項に定める場合のほか、請負代金額が減額された場合にお

いて、保証契約を変更したときは、変更後の保証証書を直ちに発注者に寄

託しなければならない。 

３ 受注者は、第１項又は第２項の規定による保証証書の寄託に代えて、電

磁的方法であって、当該保証契約の相手方たる保証事業会社が定め、発注

者が認めた措置を講ずることができる。この場合において、受注者は、当

該保証証書を寄託したものとみなす。 

４ 受注者は、前払金額の変更を伴わない工期の変更が行われた場合には、

発注者に代わりその旨を保証事業会社に直ちに通知するものとする。 

 

（債務負担行為等に係る契約の前金払及び中間前金払の特則） 

第４１条 （略）。 

２ 前項の場合において、契約会計年度について前払金及び中間前払金を支

払わない旨が設計図書に定められているときには、同項の規定により準用

される第３５条第１項及び第３項の規定にかかわらず、受注者は、契約会

計年度について前払金及び中間前払金の支払いを請求することができな

い。 

３及び４ （略） 

５ 第１項の場合において、前会計年度末における請負代金相当額が前会計

年度までの出来高予定額に達しないときには、その額が当該出来高予定額

に達するまで前払金及び中間前払金の保証期限を延長するものとする。こ

の場合においては、第３６条第３項の規定を準用する。 

 

（債務負担行為等に係る契約の前金払及び中間前金払の特則） 

第４１条 （略） 

２ 前項の場合において、契約会計年度について前払金及び中間前払金を支

払わない旨が設計図書に定められているときには、同項の規定により準用

される第３５条第１項及び第４項の規定にかかわらず、受注者は、契約会

計年度について前払金及び中間前払金の支払いを請求することができな

い。 

３及び４ （略） 

５ 第１項の場合において、前会計年度末における請負代金相当額が前会計

年度までの出来高予定額に達しないときには、その額が当該出来高予定額

に達するまで前払金及び中間前払金の保証期限を延長するものとする。こ

の場合においては、第３６条第４項の規定を準用する。 

 

 

（債務負担行為等に係る契約の部分払の特則） 

第４２条 （略） 

２ この契約において、前払金及び中間前払金の支払いを受けている場合の

部分払金の額については、第３８条第６項及び第７項の規定にかかわら

（債務負担行為等に係る契約の部分払の特則） 

第４２条 （略） 

２ この契約において、前払金及び中間前払金の支払いを受けている場合の

部分払金の額については、第３８条第６項及び第７項の規定にかかわら
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ず、次の式により算定する。 

(a) 中間前払金を選択した場合 

部分払金の額≦請負代金相当額×９／１０－前会計年度までの支

払金額－（請負代金相当額－前会計年度までの出来高予定額）×（当

該会計年度前払金額＋当該会計年度の中間前払金額）／当該会計年

度の出来高予定額 

(b) (a) 以外の場合 

部分払金の額≦請負代金相当額×９／１０－（前会計年度までの

支払金額＋当該会計年度の部分払金額）－｛（請負代金相当額－（前

会計年度までの出来高予定額＋出来高超過額）｝×当該会計年度前

払金額／当該会計年度の出来高予定額 

 

ず、次の式により算定する。 

(a) 中間前払金を選択した場合 

部分払金の額≦請負代金相当額×９／１０－前会計年度までの支

払金額－（請負代金相当額－前会計年度までの出来高予定額）×（当

該会計年度前払金額＋当該会計年度の中間前払金額）／当該会計年

度の出来高予定額 

(b) (a) 以外の場合 

部分払金の額≦請負代金相当額×９／１０－（前会計年度までの

支払金額＋当該会計年度の部分払金額）－｛請負代金相当額－（前

会計年度までの出来高予定額＋出来高超過額）｝×当該会計年度前

払金額／当該会計年度の出来高予定額 

 

（発注者の催告によらない解除権） 

第４８条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ち

にこの契約を解除することができる。 

(1) ～(9) （略） 

(10) 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれか

の者。以下この号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人で

ある場合にはその役員又はその支店若しくは常時建設工事の請負契

約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）

が暴力団員であると認められるとき。 

 

ロ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる

とき。 

ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は

第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用す

るなどしたと認められるとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便

（発注者の催告によらない解除権） 

第４８条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ち

にこの契約を解除することができる。 

(1) ～(9) （略） 

(10) 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれか

の者。以下この号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者その他経営に実質的

に関与している者を、受注者が法人である場合にはその役員、その

支店又は常時建設工事の請負契約を締結する事務所の代表者その他

経営に実質的に関与している者をいう。以下この号において同じ。）

が、暴力団又は暴力団員であると認められるとき。 

（削る） 

 

ロ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又

は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用

するなどしていると認められるとき。 

ハ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便
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宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協

力し、若しくは関与していると認められるとき。 

（新設） 

 

ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有

していると認められるとき。 

ヘ及びト （略） 

 

宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協

力し、若しくは関与していると認められるとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不

当に利用するなどしていると認められるとき。 

ホ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を

有していると認められるとき。 

ヘ及びト （略） 
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○河内長野市上下水道部工事請負契約書・河内長野市上下水道部工事請負契約約款 新旧対照表 

改正前 改正後 適用期日 

工事請負契約書 工事請負契約書 令和6年12月1日 

 上記の工事について、発注者と受注者は、各々対等な立場における合意に

基づいて、河内長野市上下水道部工事請負契約約款（平成２４年５月３１日

制定）によって公正な請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行す

るものとする。 

 この契約の締結を証するため本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ

各々１通を保有する。 

 

 

 また、受注者が共同企業体を結成している場合には、受注者は、別紙の共

同企業体協定書により、契約書記載の工事を共同連帯して請け負うものとす

る。 

 上記の工事について、発注者と受注者は、各々対等な立場における合意に

基づいて、河内長野市上下水道部工事請負契約約款（平成２４年５月３１日

制定）によって公正な請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行す

るものとする。 

 この契約の締結を証するため本書を電磁的に作成し、署名捺印又は記名押

印に代わる電磁的処理を施し、各自が保管する。ただし、電磁的処理が困難

な場合は、この契約書を２通作成し、記名及び押印のうえ各自１通ずつ保管

することができるものとする。 

 また、受注者が共同企業体を結成している場合には、受注者は、別紙の共

同企業体協定書により、契約書記載の工事を共同連帯して請け負うものとす

る。 

 

令和     年    月    日 

発注者   住 所 大阪府河内長野市原町一丁目１番１号  

河内長野市上下水道事業 

   代表者 河内長野市長           印 

受注者   住 所 

 

   氏 名                  印 

 

令和     年    月    日 

発注者   住 所 大阪府河内長野市原町一丁目１番１号  

河内長野市上下水道事業 

   代表者 河内長野市長            

受注者   住 所 

 

   氏 名                   

 

 

   河内長野市上下水道部工事請負契約約款 

制定 平成２４年 ５月３１日 

改正 平成２６年 ９月３０日 

平成２７年 ３月３１日 

平成２８年 ３月３１日 

   河内長野市上下水道部工事請負契約約款 

制定 平成２４年 ５月３１日 

改正 平成２６年 ９月３０日 

平成２７年 ３月３１日 

平成２８年 ３月３１日 

令和6年12月1日 
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令和 ２年 ５月２２日 

 

令和 ２年 ５月２２日 

令和 ６年１１月  日 

（契約の保証） 

第４条（Ａ） 受注者は、この契約の締結と同時に、次の各号のいずれかに

掲げる保証を付さなければならない。ただし、第５号の場合においては、

履行保証保険契約の締結後、直ちにその保険証券を発注者に寄託しなけれ

ばならない。 

(1) 契約保証金の納付 

(2) 契約保証金に代わる担保となると発注者が認めた有価証券等の提供 

(3) この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払いを保証す

る銀行、発注者が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事

の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条

第４項に規定する保証事業会社をいう。以下同じ。）の保証 

(4) この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による

保証 

(5) この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保

証保険契約の締結 

（新設） 

 

 

 

 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額(第５項にお

いて「保証の額」という。)は、請負代金額の１０分の１以上としなけれ

ばならない。 

３ 受注者が第１項第３号から第５号までのいずれかに掲げる保証を付す

場合は、当該保証は第５５条第３項各号に規定する者による契約の解除の

場合についても保証するものでなければならない。 

４ 第１項の規定により、受注者が同項第２号又は第３号に掲げる保証を付

（契約の保証） 

第４条（Ａ） 受注者は、この契約の締結と同時に、次の各号のいずれかに

掲げる保証を付さなければならない。ただし、第５号の場合においては、

履行保証保険契約の締結後、直ちにその保険証券を発注者に寄託しなけれ

ばならない。 

(1) 契約保証金の納付 

(2) 契約保証金に代わる担保となると発注者が認めた有価証券等の提供 

(3) この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払いを保証す

る銀行、発注者が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事

の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号）第２条

第４項に規定する保証事業会社をいう。以下同じ。）の保証 

(4) この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による

保証 

(5) この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保

証保険契約の締結 

２ 受注者は、前項第５号の規定による保険証券の寄託に代えて、電子情報

処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法（以下

「電磁的方法」という。）であって、当該履行保証保険契約の相手方が定

め、発注者が認めた措置を講ずることができる。この場合において、受注

者は、当該保険証券を寄託したものとみなす。 

３ 第１項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額(第６項に

おいて「保証の額」という。)は、請負代金額の１０分の１以上としなけ

ればならない。 

４ 受注者が第１項第３号から第５号までのいずれかに掲げる保証を付す

場合は、当該保証は第５５条第３項各号に規定する者による契約の解除の

場合についても保証するものでなければならない。 

５ 第１項の規定により、受注者が同項第２号又は第３号に掲げる保証を付
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したときは、当該保証は契約保証金に代わる担保の提供として行われたも

のとし、同項第４号又は第５号に掲げる保証を付したときは、契約保証金

の納付を免除する。 

５ 請負代金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の請負代金額の

１０分の１に達するまで、発注者は、保証の額の増額を請求することがで

き、受注者は、保証の額の減額を請求できる。 

  注 （Ａ）は、金銭的保証を必要とする場合に使用する。 

 

したときは、当該保証は契約保証金に代わる担保の提供として行われたも

のとし、同項第４号又は第５号に掲げる保証を付したときは、契約保証金

の納付を免除する。 

６ 請負代金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の請負代金額の

１０分の１に達するまで、発注者は、保証の額の増額を請求することがで

き、受注者は、保証の額の減額を請求できる。 

  注 （Ａ）は、金銭的保証を必要とする場合に使用する。 

 

（前金払及び中間前金払） 

第３５条 受注者は、保証事業会社と、契約書記載の工事完成の時期を保証

期限とする公共工事の前払金保証事業に関する法律第２条第５項に規定

する保証契約（以下「保証契約」という。）を締結し、その保証証書を発

注者に寄託して、請負代金額の１０分の４以内の前払金の支払いを発注者

に請求することができる。 

（新設） 

 

 

 

２ 発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受けた日から

３０日以内に前払金を支払わなければならない。 

３ 受注者は、第１項の規定による前払金の支払いを受けた後、保証事業会

社と中間前払金に関する保証契約を締結し、その保証証書を発注者に寄託

して、請負代金額の１０分の２以内の中間前払金の支払いを発注者に請求

することができる。 

４ 第２項の規定は、前項の場合について準用する。 

５ 受注者は、請負代金額が著しく増額された場合においては、その増額後

の請負代金額の１０分の４（第３項の規定により中間前払金の支払いを受

けているときは１０分の６）から受領済みの前払金額（中間前払金の支払

いを受けているときは、中間前払金額を含む。次項及び次条において同

（前金払及び中間前金払） 

第３５条 受注者は、保証事業会社と、契約書記載の工事完成の時期を保証

期限とする公共工事の前払金保証事業に関する法律第２条第５項に規定

する保証契約（以下「保証契約」という。）を締結し、その保証証書を発

注者に寄託して、請負代金額の１０分の４以内の前払金の支払いを発注者

に請求することができる。 

２ 受注者は、前項の規定による保証証書の寄託に代えて、電磁的方法であ

って、当該保証契約の相手方たる保証事業会社が定め、発注者が認めた措

置を講ずることができる。この場合において、受注者は、当該保証証書を

寄託したものとみなす。 

３ 発注者は、第１項の規定による請求があったときは、請求を受けた日か

ら３０日以内に前払金を支払わなければならない。 

４ 受注者は、第１項の規定による前払金の支払いを受けた後、保証事業会

社と中間前払金に関する保証契約を締結し、その保証証書を発注者に寄託

して、請負代金額の１０分の２以内の中間前払金の支払いを発注者に請求

することができる。 

５ 第２項及び第３項の規定は、前項の場合について準用する。 

６ 受注者は、請負代金額が著しく増額された場合においては、その増額後

の請負代金額の１０分の４（第４項の規定により中間前払金の支払いを受

けているときは１０分の６）から受領済みの前払金額（中間前払金の支払

いを受けているときは、中間前払金額を含む。次項及び次条において同
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じ。）を差し引いた額に相当する額の範囲内で前払金（中間前払金の支払

いを受けているときは、中間前払金を含む。以下この条から第３７条まで

において同じ。）の支払いを請求することができる。この場合においては、

第２項の規定を準用する。 

６ 受注者は、請負代金額が著しく減額された場合において、受領済みの前

払金額が減額後の請負代金額の１０分の５（第３項の規定により中間前払

金の支払いを受けているときは１０分の６）を超えるときは、受注者は、

請負代金額が減額された日から３０日以内に、その超過額を返還しなけれ

ばならない。 

７ 前項の超過額が相当の額に達し、返還することが前払金の使用状況から

みて著しく不適当であると認められるときは、発注者と受注者とが協議し

て返還すべき超過額を定める。ただし、請負代金額が減額された日から３

０日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

８ 発注者は、受注者が第６項の期間内に超過額を返還しなかったときは、

その未返還額につき、同項の期間を経過した日から返還する日までの期間

について、その日数に応じ、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭

和２４年法律第２５６号。以下「支払遅延防止法」という。）第８条の規

定により財務大臣が定める率で計算した額の遅延利息の支払いを請求す

ることができる。 

 

じ。）を差し引いた額に相当する額の範囲内で前払金（中間前払金の支払

いを受けているときは、中間前払金を含む。以下この条から第３７条まで

において同じ。）の支払いを請求することができる。この場合においては、

第３項の規定を準用する。 

７ 受注者は、請負代金額が著しく減額された場合において、受領済みの前

払金額が減額後の請負代金額の１０分の５（第４項の規定により中間前払

金の支払いを受けているときは１０分の６）を超えるときは、受注者は、

請負代金額が減額された日から３０日以内に、その超過額を返還しなけれ

ばならない。 

８ 前項の超過額が相当の額に達し、返還することが前払金の使用状況から

みて著しく不適当であると認められるときは、発注者と受注者とが協議し

て返還すべき超過額を定める。ただし、請負代金額が減額された日から３

０日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

９ 発注者は、受注者が第７項の期間内に超過額を返還しなかったときは、

その未返還額につき、同項の期間を経過した日から返還する日までの期間

について、その日数に応じ、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭

和２４年法律第２５６号。以下「支払遅延防止法」という。）第８条の規

定により財務大臣が定める率で計算した額の遅延利息の支払いを請求す

ることができる。 

 

（保証契約の変更） 

第３６条 受注者は、前条第５項の規定により受領済みの前払金に追加して

さらに前払金の支払いを請求する場合には、あらかじめ、保証契約を変更

し、変更後の保証証書を発注者に寄託しなければならない。 

２ 受注者は、前項に定める場合のほか、請負代金額が減額された場合にお

いて、保証契約を変更したときは、変更後の保証証書を直ちに発注者に寄

託しなければならない。 

（新設） 

 

（保証契約の変更） 

第３６条 受注者は、前条第６項の規定により受領済みの前払金に追加して

さらに前払金の支払いを請求する場合には、あらかじめ、保証契約を変更

し、変更後の保証証書を発注者に寄託しなければならない。 

２ 受注者は、前項に定める場合のほか、請負代金額が減額された場合にお

いて、保証契約を変更したときは、変更後の保証証書を直ちに発注者に寄

託しなければならない。 

３ 受注者は、第１項又は第２項の規定による保証証書の寄託に代えて、電

磁的方法であって、当該保証契約の相手方たる保証事業会社が定め、発注
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３ 受注者は、前払金額の変更を伴わない工期の変更が行われた場合には、

発注者に代わりその旨を保証事業会社に直ちに通知するものとする。 

 

者が認めた措置を講ずることができる。この場合において、受注者は、当

該保証証書を寄託したものとみなす。 

４ 受注者は、前払金額の変更を伴わない工期の変更が行われた場合には、

発注者に代わりその旨を保証事業会社に直ちに通知するものとする。 

 

（債務負担行為等に係る契約の前金払及び中間前金払の特則） 

第４１条 （略）。 

２ 前項の場合において、契約会計年度について前払金及び中間前払金を支

払わない旨が設計図書に定められているときには、同項の規定により準用

される第３５条第１項及び第３項の規定にかかわらず、受注者は、契約会

計年度について前払金及び中間前払金の支払いを請求することができな

い。 

３及び４ （略） 

５ 第１項の場合において、前会計年度末における請負代金相当額が前会計

年度までの出来高予定額に達しないときには、その額が当該出来高予定額

に達するまで前払金及び中間前払金の保証期限を延長するものとする。こ

の場合においては、第３６条第３項の規定を準用する。 

 

（債務負担行為等に係る契約の前金払及び中間前金払の特則） 

第４１条 （略） 

２ 前項の場合において、契約会計年度について前払金及び中間前払金を支

払わない旨が設計図書に定められているときには、同項の規定により準用

される第３５条第１項及び第４項の規定にかかわらず、受注者は、契約会

計年度について前払金及び中間前払金の支払いを請求することができな

い。 

３及び４ （略） 

５ 第１項の場合において、前会計年度末における請負代金相当額が前会計

年度までの出来高予定額に達しないときには、その額が当該出来高予定額

に達するまで前払金及び中間前払金の保証期限を延長するものとする。こ

の場合においては、第３６条第４項の規定を準用する。 

 

 

（債務負担行為等に係る契約の部分払の特則） 

第４２条 （略） 

２ この契約において、前払金及び中間前払金の支払いを受けている場合の

部分払金の額については、第３８条第６項及び第７項の規定にかかわら

ず、次の式により算定する。 

(a) 中間前払金を選択した場合 

部分払金の額≦請負代金相当額×９／１０－前会計年度までの支

払金額－（請負代金相当額－前会計年度までの出来高予定額）×（当

該会計年度前払金額＋当該会計年度の中間前払金額）／当該会計年

度の出来高予定額 

（債務負担行為等に係る契約の部分払の特則） 

第４２条 （略） 

２ この契約において、前払金及び中間前払金の支払いを受けている場合の

部分払金の額については、第３８条第６項及び第７項の規定にかかわら

ず、次の式により算定する。 

(a) 中間前払金を選択した場合 

部分払金の額≦請負代金相当額×９／１０－前会計年度までの支

払金額－（請負代金相当額－前会計年度までの出来高予定額）×（当

該会計年度前払金額＋当該会計年度の中間前払金額）／当該会計年

度の出来高予定額 
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(b) (a) 以外の場合 

部分払金の額≦請負代金相当額×９／１０－（前会計年度までの

支払金額＋当該会計年度の部分払金額）－｛（請負代金相当額－（前

会計年度までの出来高予定額＋出来高超過額）｝×当該会計年度前

払金額／当該会計年度の出来高予定額 

 

(b) (a) 以外の場合 

部分払金の額≦請負代金相当額×９／１０－（前会計年度までの

支払金額＋当該会計年度の部分払金額）－｛請負代金相当額－（前

会計年度までの出来高予定額＋出来高超過額）｝×当該会計年度前

払金額／当該会計年度の出来高予定額 

 

（発注者の催告によらない解除権） 

第４８条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ち

にこの契約を解除することができる。 

(1) ～(9) （略） 

(10) 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれか

の者。以下この号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人で

ある場合にはその役員又はその支店若しくは常時建設工事の請負契

約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。）

が暴力団員であると認められるとき。 

 

ロ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる

とき。 

ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は

第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用す

るなどしたと認められるとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便

宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協

力し、若しくは関与していると認められるとき。 

（新設） 

 

ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有

していると認められるとき。 

（発注者の催告によらない解除権） 

第４８条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ち

にこの契約を解除することができる。 

(1) ～(9) （略） 

(10) 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれか

の者。以下この号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者その他経営に実質的

に関与している者を、受注者が法人である場合にはその役員、その

支店又は常時建設工事の請負契約を締結する事務所の代表者その他

経営に実質的に関与している者をいう。以下この号において同じ。）

が、暴力団又は暴力団員であると認められるとき。 

（削る） 

 

ロ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又

は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用

するなどしていると認められるとき。 

ハ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便

宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協

力し、若しくは関与していると認められるとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不

当に利用するなどしていると認められるとき。 

ホ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を

有していると認められるとき。 
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ヘ及びト （略） 

 

ヘ及びト （略） 
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○【市－８－１－１】業務委託契約条項８（建設コンサルタント等） 新旧対照表 

○【市－８－１－２】業務委託契約条項８（建設コンサルタント等（建築士法別紙の記述追加）） 新旧対照表 

○【市－８－２】業務委託契約条項８－２（建設コンサルタント等・複数年度債務負担行為） 新旧対照表 

○【上下－８】（上下水）業務委託契約条項８（建設コンサルタント等） 新旧対照表 

○【上下－８－２】（上下水）業務委託契約条項８－２（建設コンサルタント等・複数年度債務負担行為） 新旧対照表 

改正前 改正後 適用期日 

（事故の報告） （事故の報告） 令和6年12月1日 

第６条 （略） 第６条 （略）  

２ 前項の事故が個人情報等（個人情報の保護に関する法律（平成１５

年法律第５７号）第２条第１項に規定する個人情報（行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用などに関する法律（平成２

５年法律第２７号）に規定する特定個人情報を含む。）及び河内長野

市が保有する死者情報の取扱いに関する規則に規定する死者情報を

いう。以下同じ。）及び業務に係る全てのデータの漏洩、滅失、き損

等の場合には、受託者は、委託者が指示するまで業務を中止するとと

もに、速やかに前項に規定する措置を講じなければならない。 

２ 前項の事故が個人情報等（個人情報の保護に関する法律（平成１５

年法律第５７号）第２条第１項に規定する個人情報（行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５

年法律第２７号）に規定する特定個人情報を含む。）及び河内長野市

が保有する死者情報の取扱いに関する規則に規定する死者情報をい

う。以下同じ。）及び業務に係る全てのデータの漏洩、滅失、き損等

の場合には、受託者は、委託者が指示するまで業務を中止するととも

に、速やかに前項に規定する措置を講じなければならない。 

 

 

３ （略） ３ （略）  

（契約保証金） （契約保証金）  

第８条 （略） 第８条 （略）  

２ 委託者は、受託者が履行保証保険契約（定額特約てん補付）を締結

し、保証証券を委託者に寄託した場合は、前項の契約保証金は免除す

る。この場合において、その保険金額は、委託料の１００分の１０以

上とする。 

 

２ 委託者は、受託者が履行保証保険契約（定額特約てん補付）を締結

し、保証証券を委託者に寄託した場合は、前項の契約保証金は免除す

る。この場合において、その保険金額は、委託料の１００分の１０以

上とする。 

 

 

（新設） ３ 受注者は、前項の規定による保証証券の寄託に代えて、電子情報処

理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法（以下

「電磁的方法」という。）であって、当該履行保証保険契約の相手方

が定め、発注者が認めた措置を講ずることができる。この場合におい
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て、受注者は、当該保証証券を寄託したものとみなす。 

３ 受託者は、この契約に定める義務を履行したときは書面をもって契

約保証金の還付を請求するものとし、委託者は、当該請求を受けた日

から起算して３０日以内に受託者に対し契約保証金の還付をしなけ

ればならない。この場合において、契約保証金には、利子を付さない

ものとする。 

４ 受託者は、この契約に定める義務を履行したときは書面をもって契

約保証金の還付を請求するものとし、委託者は、当該請求を受けた日

から起算して３０日以内に受託者に対し契約保証金の還付をしなけ

ればならない。この場合において、契約保証金には、利子を付さない

ものとする。 

 

（前金払） （前金払）  

第１９条 （略） 第１９条 （略）  

（新設） ２ 受注者は、前項の規定による保証証書の寄託に代えて、電磁的方法

であって、当該保証契約の相手方たる保証事業会社が定め、発注者が

認めた措置を講ずることができる。この場合において、受注者は、当

該保証証書を寄託したものとみなす。 

 

２ 前条第２項の規定は、前項の前金払について準用する。 ３ 前条第２項の規定は、第１項の前金払について準用する。  

３ 受託者は、第１項の前払金を業務に必要な経費以外の支払いに充当

してはならない。 

４ 受託者は、第１項の前払金を業務に必要な経費以外の支払いに充当

してはならない。 

 

４ 業務内容の変更その他の理由により著しく委託料を増額した場合

において、受託者は、その増額後の委託料の１０分の３から受領済み

の前払金額を差し引いた額に相当する額以内の前払金を請求するこ

とができる。この場合においては、第２項の規定を準用する。 

５ 業務内容の変更その他の理由により著しく委託料を増額した場合

において、受託者は、その増額後の委託料の１０分の３から受領済み

の前払金額を差し引いた額に相当する額以内の前払金を請求するこ

とができる。この場合においては、第３項の規定を準用する。 

 

５ 業務内容の変更その他の理由により著しく委託料を減額した場合

において、受領済みの前払金額が減額後の委託料の１０分の３に相当

する額を超えるときは、受託者は、その減額のあった日から３０日以

内に、その超過額を委託者に返還しなければならない。ただし、超過

額が相当額に達し、これを返還することが前払金の使用状況等からみ

て著しく不適当であると認められるときは、委託者と受託者とが協議

して返還額を定めるものとする。 

６ 業務内容の変更その他の理由により著しく委託料を減額した場合

において、受領済みの前払金額が減額後の委託料の１０分の３に相当

する額を超えるときは、受託者は、その減額のあった日から３０日以

内に、その超過額を委託者に返還しなければならない。ただし、超過

額が相当額に達し、これを返還することが前払金の使用状況等からみ

て著しく不適当であると認められるときは、委託者と受託者とが協議

して返還額を定めるものとする。 

 

６ 委託者は、受託者が前項の期間内に超過額を返還しなかったとき

は、その未返還額につき、前項の期間を経過した日から返還するまで

の期間について、その日数に応じ、支払遅延防止法第８条の規定によ

り財務大臣が定める率で計算した額の遅延利息の支払いを請求する

ことができる。 

 

７ 委託者は、受託者が前項の期間内に超過額を返還しなかったとき

は、その未返還額につき、前項の期間を経過した日から返還するまで

の期間について、その日数に応じ、支払遅延防止法第８条の規定によ

り財務大臣が定める率で計算した額の遅延利息の支払いを請求する

ことができる。 

 

 

（保証契約の変更） （保証契約の変更）  
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第２０条 委託料について前条第４項若しくは第５項の増額若しくは

減額をした場合、又は業務内容の変更その他の理由により履行期間を

変更した場合においては、受託者は、直ちに保証契約を変更し、変更

後の保証証書を委託者に寄託しなければならない。 

第２０条 委託料について前条第５項若しくは第６項の増額若しくは

減額をした場合、又は業務内容の変更その他の理由により履行期間を

変更した場合においては、受託者は、直ちに保証契約を変更し、変更

後の保証証書を委託者に寄託しなければならない。 

 

 

（新設） ２ 受注者は、前項の規定による保証証書の寄託に代えて、電磁的方法

であって、当該保証契約の相手方たる保証事業会社が定め、発注者が

認めた措置を講ずることができる。この場合において、受注者は、当

該保証証書を寄託したものとみなす。 

 

 

（新設） ３ 受注者は、前払金額の変更を伴わない履行期間の変更が行われた

場合には、発注者に代わりその旨を保証事業会社に直ちに通知する

ものとする。 

 

 

 


